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環境保全投資の充実によって、環境問題への対応が可
能になってくると想定されますので、燃やさなければ
ならないゴミの量はそれほど増えてこないと言えます。
それを見たものが図表11になります。１番右にある
白い部分が資源化処理量です。いわゆるゴミを集めて
再資源化した割合です。1976年は1.3％とほとんどあり
ませんが、1998年は９ポイントほど増加して10.3％に
なっています。2025年には、基本ケースで28.8％まで
資源化できると予測されます。ただし、ゴミ処理の問
題はそれだけでなく、燃やすことによるダイオキシン
の発生など別の問題を多く含んでいますので、それに
ついての検討は必要になってくると思います。
次に、人口１人当たりの名目県債残高の推移を見た
のが図表12です。グラフを見ると、1975年から1994年
くらいまでは緩やかに伸び、その後に急激に伸びてい
るのが一目瞭然です。そのため景気が悪いからと、ど
んどん投資をしてしまうと赤字が増えていきます。ち
なみに2025年の基本ケースは、１人当たり240万円の
借金を持つ形になってしまいます。これについては、
県も財政効率化と言っていますが、財政再建が非常に
難しい状況がくると考えられます。したがって、従来
型の公的投資、経済成長、税収増加といったシナリオ
ではうまくいかないと思いますし、もっと違う新たな
行政の効率化策が検討される必要があると言えます。
最後に結論としてお話しします。以上のことから、
新潟県の将来はバラ色とは言えない状況にあると思い
ます。これは我が国においても同様です。今、県と国
の借金は666兆円もあります。対GNP費は128％です。
全国民が１年と３か月の間、何も飲まず食わずで働い
てやっと返せるだけの借金なのです。全国民とは０歳
児も含みますので、非常に厳しい状況です。
今後はいろいろな地域が競争して成長していかざる
を得ないのです。しかし、人口１人当たりの県民所得
や消費、従業者１人当たりの総生産は緩やかに高まっ
てきます。つまり、人口が減少する可能性が高いため
に、総数としての県内総生産や消費があまり伸びない
構造になるわけです。そのような状況にあるため、従
来型の公共投資や金融政策による成長促進策を採用す
るより、持続可能な社会を目指してコンパクトな社会
を形成していくことが重要だと思います。特に、生活
が真に豊かになるような方策の検討が必要になると思
います。それらについては今後の研究課題とさせてい
ただき、本日のご報告を終わりにさせていただきます。
どうもありがとうございました。
メーカー生き残りの作戦の秘策を考える
－制約理論（TOC）を使え－
長岡大学教授　　　原　陽一郎
昨年のシンポジウムでは、「製造業の変革の方向」
というテーマでお話をしました。これはマクロの視点
からでしたが、もっとミクロ的に見れば、もう少し厳
しい環境になるはずです。その中で、新潟あるいは長
岡がどのようにして勝ち残っていくかについて問題提
起したわけです。企業間競争は昔からありましたが、
最近では地域同士の競争になっています。しかも、そ
の競争がグローバルに展開されています。その中で、
本日は国内の製造業に焦点を絞って、どうすれば生き
残れるのかについて、若干の問題提起をさせていただ
きます。
お手元の資料はOHPのコピーです。地域研究（11号）
に内容は詳しく載せてあります。私が申し上げたいの
は、製造業はコストで勝負するのが基本だということ
です。コストを減らすために、まだまだやるべきこと
がたくさんあると考えています。日本の製造業は、世
界で最も強いと言われてきましたが、それでもまだや
り残していることや気がついていないことがあるとい
うことをお話ししたいと思っています。戦いに立ち向
かう闘志だけでは駄目で、理論や論理、知恵を結集し
ながら、トータルのコストを下げることが必要です。
また、日本に立地しているメリットが多くありますので、
それをどのように活用するかについてお話しします。
現在、国内の製造業にかかる圧力は２つあります。
１つは市場の変化です。その中で重要なのは、ニーズ
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の多様化、個性化です。もう１つはニーズの変化の加
速化です。結果として、コストアップ要因をその中に
含んでいます。そのために、製造業は様々な工夫をし
ています。例えば、顧客とのコミュニケーション、新
製品開発の効率化、柔軟俊敏な生産にもトライしてい
ます。しかし、それだけでは十分ではありません。
もう１つの圧力はグローバル化、グローバルな競争
です。特に、中国の技術力が目覚しく向上したことで
す。今や日本の市場をめぐって、アジアの韓国、台湾、
中国の競争力のある企業が入ってきています。日本の
市場そのものがグローバル化しています。そのために、
国内の製造業は大きなプレッシャーを受けることにな
ったわけです。
実際に、製造業の中では、柔軟俊敏で高い生産性の
仕組みをつくる努力はされています。注目したいとこ
ろは、今までは機械の自動化、ロボット化、知能化と
いった方向を目指してきたのですが、最近は人に依存
する生産システムを見直し、試行しているメーカーが
増えています。例えば、トヨタでも、最新のラインは
あまり機械化されていません。その方が競争力がある
と言っています。工作機械メーカーの中にもそういっ
た例があります。私共が調べた幾つかの工場では、人
の能力をフルに活かす方向で柔軟な生産システムを作
る試みがあります。
もう１つは、先ほど早川先生がお話されたITです。
ITの活用もキーになります。生産システムのネットワ
ーク化と言うように、生産に関わるすべての業務をネ
ットワークで結び、情報の共有化を進めたり、あるい
は、情報の有効な活用を図ることを行っています。ま
た、知的作業の生産性の向上として、研究開発から設
計生産のデジタル化も１つのキーワードになります。
このようにITは、新しい生産の仕方として活用されよ
うとしていますし、実際にうまく活用することによっ
て、競争力を高めた企業も多くあります。
ここまでの話は、日本機械工業連合会の中で、今年
の３、４月に私共がまとめた次世代の生産システムに
関する報告書の主な内容です。それらを踏まえて、今
後、製造業の目指すべき方向は、第１に国内の立地条
件を活かして新製品開発工場を目指すこと、もう１つ
は、コストの安い製品を作るために、海外展開を図る
べきだと考えました。日本の国内工場はマザー工場と
して世界中の生産拠点に対して生産技術をサポートす
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る役割を担うことになります。この２つの方向を徹底
的に追求すべきであるとしたのが、今年の３月時点で
の結論だったのです。
ところが、そのレポートを書き終えてから、しまっ
たと思わざるをえないことが起こったのです。その１
つは、日経新聞のアンケート調査の結果です。海外生
産を思考する企業が49％も占めています。今後３年以
内に、製品の生産を国内から海外へシフトするかどう
かのアンケートに対してYESと答えた企業が49％、す
でに行っている企業を含めると50％以上の企業になり
ます。その出先としては、ほとんどが中国と答えてい
ます。さらに注目すべきことは、資本関係のない生産
受託企業を活用するかについて、その４割が外部を活
用すると答えていることです。メーカーの基本は生産
にありますが、生産をよその会社に任せる動きが急速
に広がっているのです。
その他にも様々な話があり、先ほど申し上げた結論
としての戦略の方向は、この半年の間に、間違ってい
ると強く思うようになりました。もっとも、日本機械
工業連合会の会合でも、日本の国内製造業は、開発工
場やマザー工場だけで空洞化は防げるのかという議論
が出ていましたが、あまり深く考えませんでした。し
かし、先ほどのデータのように、企業が急速に海外に
移転すれば、国内の空洞化は否定できなくなります。
今までの日本の製造業は、差別化、あるいはニッチと
言われる領域の戦略で成功してきました。それに対し
て、コストリーダー戦略はほとんどとっていなかった
のです。しかし、振り返ってみると、製造業の基本は
コストリーダーでなければならないのです。新製品を
開発することも大切ですが、コストで勝てる構造を持
つ必要があります。今はそれを改めて痛感するような
状況になってきています。
そこで、競争力回復の著しいアメリカの製造業に学
ぶべきことがあるのです。アメリカの製造業には、２
つ注目すべきことがあります。１つはカンバン方式を
越えるTOC（制約条件の理論）の導入です。もう１つ
は、作ることだけに専念する新しいタイプの製造業で
す。その両方ともアメリカで始まったのです。
日本の製造業は、ご承知のように世界最強と言われ
ていますし、今でもそうだと思われています。その背
景にあるカンバン方式、ジャストインタイムと言われ
る生産システムの競争力だったのですが、それを越え
る方式をアメリカが作り上げ、積極的に活用しはじめ
てきたのです。さらに、製造業のビジネスモデルさえ
も変えています。
TOCはカンバン方式を越えるとアメリカ人は言いま
す。日本では、ほとんど知られていませんでしたが、
最近良く売れている「ザ・ゴール」という本がありま
す。これはTOC理論を分かりやすくするために、小説
風に書かれた本で、今から15年前に、TOCの開発者が
書いて、アメリカで出版されたものです。その後、世
界中で翻訳されて出版されますが、唯一出版されなか
ったのが日本です。その理由は、著者自ら日本人だけ
には読ませるなと言ったからです。カンバン方式は、
部分最適に非常に優れた手法で、この部分最適にすば
らしい才能を持っている日本人に、全体を最適化する
手法を教えてしまうと、また日本の製造業に世界中が
ひどい目に合ってしまうと著者が言っています。この
ことは翻訳された本の前書きにも載っています。幾度
となく、日本の出版社が掛け合ってもダメだったもの
が、ようやく15年を経て、日本の製造業もくたびれか
かった頃、翻訳を許されたわけです。
したがってビジネス社会では、これまで日本列島の
住人だけがTOCを知らない状況にあったわけです。も
ちろん、アメリカなどで活躍している日本人は別で、
例えば、NECのアメリカ工場の人達は皆知っているは
ずです。それを日本に随分紹介してきたのですが、日
本の方はカンバン方式がありますし、アメリカで作っ
たものは大したことはないと見くびったようです。そ
こに思い上がりがありました。
TOCは基本的に全体最適化を図る手法です。第１に、
企業の究極のゴールは「金を儲けること」としていま
す。当たり前なことですが、これに徹するという意味
です。もう１つは、プロセスの成果は「制約資源の能
力」以上に増やすことはできないという原理です。こ
れも当たり前な話ですが、実はあまり意識せずに、工
場の運営や生産をしているのが現実でしょう。
TOCは２つの手法で構成されています。ドラム・バ
ッファー・ロープ・システムと言って、先頭のスピー
ドを制約工程のスピード（ドラム）に合わせるのが基
本要件です。ドラムの前の人が転んで、ドラムも一緒
に止まるのは損なので、ドラムはいつも最大のスピー
ドで進めるように、スペースを置くとしています。こ
れがバッファーです。先頭とドラムのスピードを合わ
せるためにロープを張り、先頭が進みすぎないように
します。
もう１つはスループット会計です。基本的にはダイ
レクトコスティングと同じです。売上から直接変動費
18
を引いたものを時間当たりのスループットと言い、こ
れを最大にすることを常に全体最適化の評価基準にし
ています。ここにポイントがあります。カンバン方式
には、この考え方が入っていなかったと思います。
このTOCを導入したアメリカの企業は多くあり、そ
の実績が幾つか報告されています。効果としては、生
産リードタイムの短縮、在庫の削減、スループット
（利益）の向上です。この３つにより、結果的にトー
タルとしてのコストが削減されたのです。
考え方の原理は非常に簡単で、先ほどお話した本を
読んだだけで、実際に自分の工場に適用して成果を上
げた報告も随分とあります。比較的適用しやすい特徴
を持っていると思います。特に、カンバン方式と比較
した場合、導入が簡単で、効果が速く現れます。
次にスループット会計について。原材料を購入して
製品を販売するサプライチェーンでは、それに関連し
た支援業務があります。それぞれのところで在庫や業
務費用が発生し、生産現場では製造コストが発生しま
す。そこで、在庫や業務費用を減少させます。ボトル
ネックに注目して、スループットを増大させる工夫を
します。ボトルネックとは、製造工程の中で能力が一
番少ないところという意味です。これは製造工程に限
らず、全体の業務の中で、どこが一番遅いのかを見極
め、そこに発生するスループットを最大にするにはど
うするかを考えることが大事なのです。
ボトルネックはシンプルな工程では簡単に分かりま
すが、複雑な工程では意外に見つかりません。見ただ
けでは分かりませんし、数字を見ても分かりません。
ところがパソコンレベルでシミュレーションをすると
すぐに分かります。しかも、条件によってボトルネッ
クが移動するのも分かります。そこまでやらなくても、
もっとシンプルな段階で、この考え方を適用できると
ころが多いはずです。
先日NHKで、鳥取サンヨーの工場の改善といった特
集がありました。ご覧になった方もおられると思いま
す。それを見て、いまだにあんな工場があるのかと唖
然としました。さすがに、その工場も問題意識を持っ
て、コンサルタントをトヨタのOBに依頼し、カンバン
方式の導入をしているところでした。
日本は、確かにカンバン方式を中心して、非常に強
い生産システムを作ったとされていますが、すべてが
そうではないのです。まだまだ前世代的な生産の仕方
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をして、カンバン方式でさえ導入していない会社や工
場がたくさんあるのです。そのようなところでは、
TOCはもっと適用しやすいはずですから、導入を考え
られたらどうかと思います。工程が複雑であれば大変
ですが、それほど難しくはないと思います。見方を変
えることで、トータルコストを削減することができる
はずです。
もう１つは、最近話題のEMSについてです。研究開
発や販売もせず、ものづくりだけしかしない会社が日
本にも随分進出してきました。日本のソニーの工場を
ソレクトロンというEMSの大手の会社が買収し、ソニ
ーの製品を作っています。ところが驚いたことに、ソ
ニーが作っていた時よりも、はるかに安いコストで作
るのです。つまり、アメリカ人のマネジメントの方が
安く作れることを実証したわけです。この会社は製造
だけを請け負うのですが、決してただの下請けではな
く、主導権を持っています。委託する会社に対して、
自分達のポリシーを押し付けます。これには幾つかの
秘密があって、ここでは詳しくお話しませんが、なる
ほどと思われるやり方をとっています。
結論として、時代の変化に伴って、製造業の様態が
変わってきています。したがって、自分の会社はメー
カーとして、どのようなアイデンテティで経営をする
かをはっきりさせる必要が出てきたと思います。従来
の製造業のあり方である自己完結型には、総合的にす
べてをやる工場が圧倒的に多いのですが、その中でも
下請け的なメーカーの場合は、コストに徹底して集中
する必要があります。もう１つは分業クラスター型で、
先ほどのEMSを利用する企業などのように、作ること
は一切せずに、研究開発と販売だけやる開発企業タイ
プと製造専業タイプのどれを選択するかです。
さらに、国内の地の利を活かす戦略です。人件費が
安い中国に負けるのは当たり前だと思ったらおしまい
です。ユニクロの場合、中国で生産をしていることが、
コストリーダーとしての戦略を支えていると言われて
いますが、実はユニクロ自身はそうではなく、日本国
内での生産は、今までのしがらみがあって、コストを
下げることができないために中国で生産をしていると
言っています。例えば、取引上の様々な制約があって、
日本のメーカー間の関係では安くすることはできない
のです。必ずしも人件費の問題だと言っていないこと
を良く認識していただく必要があります。日本の市場
図表５
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は、中国のメーカーにはできない有利な条件を持って
いるはずです。それを活かすことが重要だと思います。
コストリーダーを狙うことが絶対必要です。もちろ
ん、新製品を開発する企業であっても、コストリーダ
ーとしての強さを持つことはできるし、矛盾すること
でもありません。まずはトータルコストを徹底的に減
らすことです。コストは工場だけでなく、サプライチ
ェーンとその周辺のすべてで発生します。それを意識
すべきだと思います。また、顧客とパートナーに恵ま
れた地の利を活かすことです。使えるものは何でも利
用する貪欲なる精神です。
以上のことをもう一度思い返して、この激しい競争
に勝ち残っていく決意を新たにすべきだと思います。
